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経済学研究 36-3
北海道大学 1986.12 

国鉄と電電公社の環境適応

小島康光

I はじめに

戦後の混乱の中で， 日本固有鉄道と日本電信

電話公社が設立された。設立されたこれら公社

は，公共性と企業性を両立させるべく，パブリ

ヅグな組織とプライベートな組織それぞれの持

つ利点を組み合わせた理想的組織であると考え

られた。

国鉄は，人および物の輸送を通じ， 日本の戦

後復興と経済成長に大きな役割を果たしてき

た。電電公社も，第2次大戦による壊滅的状態

から我が国を世界第2{立の電話保有国にまで発

展せしめ，昭和54年には電話の積滞解消とダイ

ヤル自動即時化， いわゆる「すぐっく電話J，

「すぐつながる電話」の二大目標を達成した。

現在， この公社制度は強い批判にさらされ，

電電公社は昭和60年4月にNTTとして民営化

された。残された国鉄についても，政府は国鉄

再建監理委員会の「最終答申」通り昭和62年4

月に分割・民営化を予定している。その背後に

ある基本的考え方は，国会・政府による介入が

公社の経営責任をあいまいにしているので，経

営形態を民営化し政治的介入の排除と競争原理

の導入をはかり，その企業性を回復させようと

するものである。

しかしながら，経営形態を民営化し競争原理

を導入しさえすれば， 自動的に国鉄およびNT

Tが急速に変化している今日の市場環境に有効

に適応できるようになるわけではない。企業が

存続・成長していくためには自律的な環境適応

能力の構築，すなわち有効なマネジメントが不

可欠である。そこで以下国鉄とNTTの今後の

環境適応の課題について考えてみたい。

そのために，まず国鉄が健全な財務業績を計

上していた主として昭和30年代以前のマネジメ

ントと，電電公社が非電話系サーピスに進出し

た昭和40年代以降のマネジメントとを比較分析

し，それらの結果を参考にしてこの諜題につい

て考察したい。

II 昭和30年代以前の国鉄と40年代

以降の電電公社の環境適応

30年代以前の国鉄と40年代以降の電電公社の

環境， 戦略， 技術， 構造・行動の特性をミク

ロ・レベルで、組織論的に分析する。

戦略とは，組織が今後いかなる事業領域(製

品・市場環境)に進出すべきか， さらにそのた

めにはいかなる生産と流通の技術を採用すべき

か等に関して定義された方針である。との方針

は構造(組織編成の形態)と行動(経営管理過

程)によって実行に移される。したがって，組

織は戦略を定義することによって環境を選択す

ると同時に，組織内部では戦略一技術一構造・

行動聞の整合的関係を確立しようとする。組織

の環境適応は， このような一連の選択と管理の

ダイナミックな過程である 1) (図1)0 Iしかし，

この一連の選択と管理によって組織の適応パタ

ーンがいったん決定すると，それは次の適応過

程で組織の選択を制約する傾向がある。すなわ

ち，いったんなされた選択を次の適応過程で変

1)以上のような分析視角については，マイルズ&ス
ノー (1978)，pp. 13-30， pp. 249-263，稲垣(1984)，
pp.76-79参照。
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図 1 組織の環境適応

更することが困難になる傾向がある。その原因

の1つはコストの問題であり，もう 1つは，経

営者の経験，知識，関心等の制約による認知能

力の限界のために，新たな戦略選択の範囲が過

去および現在の戦略の周辺に限定され，選択の

範囲が狭められてくるからである。ここに組織

がかなり一貫した環境適応ノ4ターンをとり続け

る理由があるJ2)。

以上の点を考慮すれば，現在の国鉄や新生N

TTも過去の適合パターンを色濃く持っている

主思われる。したがって，本稿で国鉄の絶頂期

であった30年代以前のマネジメントと，電電公

社が非電話系サーピスへの進出を開始した40年

代以降のマネジメントを分析することは，現在

の国鉄とNTTのそれを理解し将来の存続・成

長への道を探る上で、も 1つの有効なアプローチ

であろう。

1 環境

(1) 制度環境

明治5年以来官設官営の国鉄は，昭和24年に

「国民の足」への方向性をもって公社として発

足した。しかし公社として設立された国鉄は，

公共性と独立採算性を課せられながら，経営の

根幹である運賃，賃金，予算，役員人事，設備

2)稲垣 (1984)，p. 77. 

投資3)等のすべての決定が国会の議決や政府の

認可等を受けねばならず，与党を中心とする外

部関連他者の政治的影響下に置かれた。このこ

とt丸国鉄がほとんどの決定に際し，多くの対

外折衝を必要とすることを意味していた。さら

に私鉄とは異なり，鉄道以外の事業領域への進

出をきびしく制限された。このような当事者能

力の制約は， 40年代以降の経営危機の芽を内包

していた。

昭和27年に電気通信省より公社として再出発

した電電公社L 国鉄同様，その当事者能力を
大きく制約されてきた。しかし幸運なこと

に，電気通信事業の高度な技術的性格から， I電

電公社の機能や業務は感知不能な側面を有す

る。国鉄が「人」と「物」を運ぶのに対して，

電電公社は「情報」を運び，その製品の可視性

は電話機程度で，電話線と電灯線との区別もつ

かず，市民の電話料金も国鉄料金ほどの負担も

課さなし、。このような関連他者， とくに公衆の

国鉄に比べた関心の低さは，電電公社の戦略展

開に対する政治的圧力を相対的に低め，戦略展

開上の自由度を向上させたJ4)。

(2) 市場環境

昭和30年代以前の国鉄の列車輸送サーピスを

通観すると，その聞に多少の起伏はあったが，

国民経済の成長を反映して，旅客，貨物とも輸

送需要の上昇は著しいものがあり，供給がこれ

に伴わないという現象がしばしば見受けられる

ほどであったの。 したがって，市場環境は安定

的であったといえる (図2)。ただし，国鉄が

提供する列車輸送サービスの絶対量は増加しつ

つも，そのシェアは低下してきた。輸送シェア

の低下は，基本的には経済成長に起因し，輸送

3)新線建設の決定過程については，小島 (1986)参
照。

4)野中 α982)，p. 51. 
5)昭和30年代の国の交通政策は， i交通機関の特性に
基づく分担， 市場原理を前提にした分担ではなく
て，国の交通分野のなかで何害jは鉄道， 何割は海
運というのをあらかじめ計画的に決めて， それに
よって投資の配分をしていく」というものであっ
た。エコノミスド編集部 (1982);p. 334. 
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題 2 関鉄の客焚織送量と投資状況
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-1)-ーどス市場の外とi勾の要国から生じた。外の

としては，生産構溺や地域構造の変化，人

輸送サービスに対する欲求の多

様北，内の要闘としては， 自動車，船舶，競空

機等競争機関の発幾が挙げられる。

電気通欝事業の独出的担いとして

が提供するサービスとくに電話系サ}ピス

しでは，常に供給をーと関る需要が存夜してき

た。このような需要の存在は，~民経済の驚典

的な成長に起関するものであった。昭和27(，手の

公社発足後から53年まで，毎年前年を大きく上

自る電話の架設が行われたが讃滞が解消されな

かったほどの需要過多であった幻(関3)0した

がって，市場糠壊は極めて安定的であったとい

えるO

2 戦略

的事業領域の確立と監視

悶鉄の戦略は安定したサーピスと顧客の組

6)北原 (1980)，開.号..，11重量照。

2，500 

2，000 

1警500

1，百合§
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み合わせを作り出すためにいかに輸送サーど

ス市場全体の一部を f聖域化」するかというこ

とであった。すなわち，開鉄法に議定された鉄

道による客貨輸送という狭くかっ安定

領域を確立することであり，具体的には，

事業の積極的毅持と鉄滋以外の率換領域を無視

することにより行われた九

30年代の後半から40年の初めにかけて，国

鉄は老朽資産の教事手，幹線輸滋カの増強，新幹

線の建設，通勤輸送の改善といった投資な穣極

的に進めた(図2)。この覆極性比直接の競

争機関に対する接能的卒踏性を維持するため

に，技術語でより効率的になろうとするもので

あった。

鉄道以外の事業領域への進出がきびしく縦限

会れてきた結果として，国鉄の銭の事業領域の

・分析は本社の少数のスタッブによってわ

ずかに行われてきたに議ぎない。自撃を王手・載さ芝

機等の錆争機関や習鉄の関議事業領域への進出

7)サイルズ&スノ… (1978)，体 36--49.. 参照。
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図書 …般加入寂訟の需給状況の援金移

燃焼:郵政翁(1984)，p嶋 42.

または参加は，ほとんど考議されなかった。本社

主こプ…ルされた「正予ャヲア組J令中心とする職員

は，困鉄経営にとって最大の不確実性の蹴泉で

ある国会や政府の対策に譲り舟げられて

篭電公社の創業者としての縄井翻初代議

は，発足後鵠もない昭和132年に事業関擦を当時

として夢物語と思えた童話の讃帯解消ムダイ

ヤノレ自動即時化という二大段擦であると窓議し

た。この明篠な事業尽壌の%!畿は，新生公社の

技術者全体の士気を大きく昂揚することにな

た8)。

g)昭和28年?と， 諸外国にも例主主みない独創的な加入
え普51受債の発行による資金潟途昔話度が設けられ
た。この資金調漆によち二大関擦の達成は大きく

しかし，昭和40年代に入ると，電電公社は覆

極的に事業預域の蕗大を行った。すなわ

号室去社はあくまでも議殻サーピスを護供するも

のであって，主幹なる「線紫し業jに甘んじては

ならないとして，高速道路の通信およびデータ

通信に進出した。議電去社は，データ遜穫は電

信・霞識と爵畿の交換機能に機報処理機能が付

け加わった「通信J るとの見地に立ち，

ーピス合提黙する公社の当数なすべ

であるとし，幾様的に進出したのである。昭和

54年に上記の二大目擦が達成され，

促浴されることになった。北隊(1掲の， pp.7-28， 
池田 (1980)，p. 192， Jj雪国 α絡む， p.162，野中
(1982)， p. 51参照。
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図 4 INSへ歪る道程
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(映像)一一 、 . 
i ネットワークの統合化 「一一一一「

I INS~j，J I テoイジタル化
l 距離の彫響の除去 上一 光ファイハの導入

大容量衛星通信の導入

電信(網)

電話(j司)

加入電信(志向)

データ通信(専用系)
DDX(網)

ファクシミリ(網) l通信コストの削減と料金体系卜
の合理化

ディジタル化
料金体系の一元化
ネットワ クの統合

|使利で聞なサーヒスの提里ト INSコンビュータの導入

出所:日本電信電話株式会社 (1986)，p. 186. 

転換期を迎えることになった。このような中

で，電電公社は 1N S (高度情報通信システム)

という新しいピジョンを提唱した。 INSは，

現在の電話，フ 7 クシミリ，コンピュータなど

の別々のネヅトワークで構成されている通信回

線を一本化し，回線の共有化・効率化をはかる

ことにより，電話機はもちろんのこと，ファグ

シミリ，データ機器，映像機器など多様な情報

機器を自由に選んで一本の電話線に持続して使

えるシステムで，経済的な料金でより豊富な電

気通信サービスを利用可能にしようとするもの

である。 INSの構想は21世紀の高度情報化社

会に向けた壮大なピジョンである 9) (図4)。

このような電電公社の事業領域の積極的修

正・拡大は，技術的に奥行きの深い電気通信事

業を行っていたとはいえ，公組織には異例とも

言えるものであった問。

電電公社は，事業領域を狭くて安定した電話

系サーピスを中核に据えながらも，継続して発

展する可能性のあるデータ通信，加入電信，画

像通信等の非電話系サーピスにも積極的に進出

し，両者をうまく複合してきた。電話系サービ

スは非電話系サービスを支えるための基盤とし

て活用されてきた11) (図5)。

電電公社の非電話系サービスへの進出は，ア

メリカ電信電話会社 (AT&T) やイギリス郵

9)北原 α981)， pp. 19-21，池田 (1980)，pp. 197-

198参照。
10)野中 (1982)，p. 47参照。
11)マイルズ&スノー (1978)，p. 72参照。

図 5 電電公社の事業領域

電公社 (BP 0)等の欧米の企業によって開発

された最も成功しそうな新サービスやイノベー

ションを模倣したものであった。昭和50年頃ま

では，欧米の企業が電気通信分野における変化

の創造者であり，電電公社はそれら変化の素早

い追随者であった。このための広範な情報収集

が通信研究所，技術局，施設局等の応用研究部

門によって行われてきた。模倣は電電公社の研

究開発投資を節約し， リスクを最小化するのに

役立ち，非電話系サービスの展開に極めて有効

であった1230

(2) 成長

国鉄は市場に深く浸透することにより漸進的

成長をはかつてきた。この市場浸透は，国鉄の

事業領域が狭くかっ安定しているために顧客ニ

ーズに精通することによって促進された。旅客

営業局は， 40年代の初めから特に積極的市場浸

12)マイルズ&スノー (1978)，.pp. 79-98参照。
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透戦略を展開させ成果を収めてきた占例えば，

旅客需要に対応して，みどりの窓口，旅行セン

タ一等が拡充・新設された。さらに，エコノミ

ークーポン，セット旅行券，各種周遊券などの

旅客誘致策が rディスカバー・ジャパン」の
スローガンのもとに統一的な営業政策として推

進され，旅客収入を増大させてきた。

国鉄が採用してきた上述の戦略は，利点と欠

点を合わせもっていた。利点としては，列車輸

送サーピスに関する高い精通度のため，列車輸

送サービス市場での国鉄の地位を奪うことの困

難さを競争機関に認識させ，輸送サービス市場

の一部の「聖域化」を可能にしたことである。

欠点としては，この戦略があくまで国鉄の狭く

かっ安定した列車輸送サービス市場が将来も継

続するとの前提に立っていたことである。しか

し実際には，輸送サーピス市場の大きな変動が

急速に進み，国鉄の存続そのものが危くされる

ことになったのである。

電電公社の基本的な強さは，あくまでも変化

のほとんどない安定した電話系サーピスに基づ

くものであり，電電公社の成長は電話系サーピ

スの漸進的な市場浸透を通じてもたらされたも

のである。毎年新たに架設された電話は前年を

大きく上回り，昭和43年にl千万台の大台に乗

った加入電話は 47年に2千万， 50年に3千

万， 57年に4千万をそれぞれ突破した。この

間，電話系サーピスの収入は常に電電公社の事

業収入の約90%を占め，年平均10数%の伸びで

成長してきたのである問。しかし，今日では電

話系サーピスの成長はもはや期待できない状況

にあり，今後の成長は非電話系サーピスの開発

に求められている。

3 技術

国鉄は， r2本のレールによる列車輸送サー
ピス」という中核技術を一つだけ確立・維持し

てきた。これは， 40年代の新幹線，および新幹

13)平松 (1980)， p. 5参照。

←線後の技術革新として考えられているリニアモ

ーター推進鉄道についても当てはまる。国鉄は

この中核技術を外部の捷乱から守り，内部の持

続性と効率性を維持しようとしてきたのであ

る14)。

この効率的な列車輸送サービスの提供は， コ

スト効率的な技術に大きく規定される。国鉄

は，財務的・経営的資源の大半をコスト効率的

な技術の向上に向けてきた(動力方式の革新，

高速化，大型化，専用化，標準化，機械化， 自

動化，システム化等)。技術的効率性の進歩は，

国鉄の事業領域が安定していたがために可能で

あった。連続かつ大量の列車輸送サーピスが安

定して存続したからこそ，国鉄は大きな損失を

こうむる心配をせずに，技術への投資を進める

ことができたのである。しかし，この技術的効

率化投資に必要な資金の大部分を外部資金に依

存せざるを得ず， 40年代以降この利子負担が経

営悪化の 1つの要因となったことを見逃すこと

ができない(図2，図6)。

l また，一国鉄のこの技術開発は，新しい事業領

域を積極的に探索しその新しい事業領域に適合

した技術を開発してきた電電公社等とは本質的

に差があった。国鉄は，現在持っている技術を

向上させることにだけ集中してきたのである。

国鉄の技術への投資は，戦略と同様，利点と

欠点を合わせ持っていた。利点としては，この

技術への投資が30年代以前の成功に大きく貢献

したことである。すなわち，機械が職員に代替

するとともに職務はより常規化され， この時期

の列車輸送サービスの効率性を飛躍的に向上さ

せた(図7)。欠点として， 投資された膨大な

技術が40年代以降急速に変化した輸送サービス

市場に必ずしも適合的でなくなり，その後の国

鉄の経営を悪化させたことである。投資の回収

期聞は著しく長くなり，期待された長期的な効

率性・経済性は十分に実現されなくなってしま

った。

14)マイルズ&スノー (1978)，pp. 40-41参照。
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図 6 長裁縫務の捻移
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電電公社は， とは異なり，電話系サーピ

スと非資務系サーどスという 2つの中核技術を

形成してきた。電話茶サービス

諮の通話を随時にかνつあまねく公平に保証する

ことな課題として，高度に様準イとされた技術過

程を通じて提洪されてきた15)。電電公社は，こ

のために全国に擢欝線、を譲りめぐらし，

を建設し， 自動交換磯等の設備さど設重し;fv

トワークの管潔・運営にあたってきた。こ

ービスについては， コスト効率念上げる

ために高度の常競化，公式化，そして機械化が

達成されてきた。

一方委非電話系サ…ピス〈デ…タ通信，加入

雷像通信等〉には，電話系サービスとは

る技術進穣が適用される。鋳えば，データ

15)吋イノレズ&スノー (1き78)，pp. 73-74参照。

通信は次のようなステップを踏んで提供され

るoCD顧客からの相談，@業務の調査を・分析，

窃顧客からの受住，@システム設計，争契約締

結，@設錆の鷺設，信サ…ピス開始に先立つ講

習，命サナーピス務総，舎サ…ピスの継憲章(保

守・改善等)。 これら各ステヅヅにおいて，

務形態，サーピス内務，技術内線・制度，料金

書撃の広範閉の問題に践して，顧客側の事務管理

者，技術者と絶えず接触し，翠次作業安瀧めて

いくという標準化が関難な設紛過程となってい

る。この技術過程においては，職員の広範簡の

裁最が要求される。もちろん，非議語系サ…ピ

スの全てがi標準化されていないわけではなく，

試苛サ}ピスの後十こ察準化dれてきたサーピス

も少なくない。

加、- ーピスおよび非常話系サーどス
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図 7 業務量と職員数の推移

転民文ト

人 ノ

りロ
lさ~

~\ r 6;_3 

3，000 

40 

2，000 

(年度) 23 24 30 35 

出所:Iï'経済評論増刊~， r国鉄再建を考えるJ，1985， p. 241. 

40 

45 

42.4 

41.95 

40.85 

¥ 39.65 

37.39 

、、
、. 
32.0 

45 50 55 60 

の技術は，革新が非常に速い点に特徴があっ

た。電電公社は， このため欧米企業の開発成果

を積極的に導入してきた(例えば， クロスパー

交換機，パラボラアンテナ，同軸ケープ、ノレ p

CM， トランジスター等)。 また製造部門を持

たない電電公社は，通信関連産業群とのいわゆ

る「電電ファミリー」とL、う企業集団を形成

し，技術開発も行ってきた。これら技術導入，

技術開発の成果による合理化が急速な拡充を支

え，経済的な電気通信サービスを可能にしたの

である。

しかし，これら新技術を現場に導入していく

ためには，導入に伴って生ずる職員の配置転換

さらには職種転換が重要な課題となった。電話

がダイヤル自動即時化され交換手は不要になっ

たことからわかるように， r電電公社経営の歴

人万

(職

H
数

)

印

50 

史は配置転換の歴史である J16) といわれる程

で，昭和58年度までに14万人に及ぶ配置転換，

職種転換が実施されてきた。この配置転換・職

種転換を可能したのは，協調的労使関係と教育

訓嫌であった。協調的労使関係は，過去の r16

万人処分」や「パルチザン闘争」の反省の上に

立ち， (1)労使聞の問題は団体交渉で決める， (2) 

団体交渉で決めたことは労使で守る， という日

々の行動の積み上げの中で生まれてきたもので

ある。教育訓練は， (1)職場における訓練(OJ
T)， (2)職場外での現場訓練， (3)学園集合訓練
等の形態をとって行われ，昭和58年度には全職

員の70%が新技術訓練を受けている問。

16)池田 α980)，p. 180. 
1わ日本電信電話公社 (1984)，p. 97参照。電気通信
技術の革新の早さが，公社職員の新技術導入への
理解さらには協調的労使関係に影響を及ぼしてい
るのかもしれなL、。
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4 構造・行動

鋼鉄の戦略と技術の基本は，列車輸送サービ

スの効率性の維持・向上にあたった。

電公社の戦略と技術は，電話系サービスの効率

性を維持しながら，開時に非議話系サービスへ

の進出による効果性の追求を基本としていた。

次に，これら戦略と技術企実告に移した構

・行動乞 (1)許踏襲溜， (2)組織形態， (3)続苦労

と韻議長， μ)成果の評蹄， (5)部門間バワ…関係，

(6)組織文化，の6次完で検討したい18)。

。)計霞議定
関鉄の計画策定は，事業鎖域と投衡が安認し

ているために，間藤発見的というよりも開題解

決的な特設を有していた。構えば，第1次Sヶ

年計額 (32-36年度)と第2次Sヶ年計爵 (36

…40年度〉は当時の最大懸案事項であった，

安全輸送，サーピスの向上，輸滋カの増強等の

開題を解決しようとするものであった。計題策

定は次のような段揺を踏んで進められた。ま

と経費のg標をど設定し，次にそれを特定

の作業問標と予算に書き換えた。そして許掴ど

とが詑較可能な時点で必要な調整合試み

た。つまり霞鉄の計臨策定は，計額一今行動→評

議の古典的な流れに志壌に従っていた。

ーピスの計画策定も，

手市場であったことを反映して，国鉄の弗寧輸

送サーどスの計闘策窓と基本的に問じマあっ

た。すなわち，期題発見的というよりも問題解

決的な特設を有しており，計関→ff動→評価の

設F控室ピ踏んでし、た。
他方，非電器系の新サ…ピスの計額策定は，

技術烏と営業・施設・保全など各部局との間の

密接な程変作用を通じなされた。この計画策定

は， AT&T等が現夜開発しようとしている，

または近い将来に開発しそうなサ…どスを評髄

することであった。通信研究所はそのサービス

のための研究実用化活裁を行い，その成果念

「技術資料jとして技術局に示した。ひとたび

18)マイルズ&スノー (1978)‘pp.74ω78参照。

新サーどスの開始が決意されたならば，技術賂

によるサービスの設計，描設局による建設，営

業島等によるマーケディング・キャンベ…ン

(備えば， 1 NSの公擁護横会)が準轍され

た。このように，非常詰系の務サーピスに関す

る計画策定は，評額一歩計臨→持動の段措さと踏ん

で行われた19)。

(2) 組織形態

悶鉄は本社におの部・結・謹，本社の下にお

の鉄選管理矯，その下に23の滋業機関の3設階

で議成される中央集権的な職龍別組織を緩舟し

てきた20) (岡針。そして，本社，鉄道管潔烏，

現業機関の各段舗では，タテ舗の職能郡の論躍

が貫徹していた。職能別組織では，間謹の投龍

をもった専門職員さとそれぞれの下設単位にまと

めており，援らは職務遂行にきわめて精通する

ようになり，12本のレーんによる持率輸送サー

ビスjという単一の中犠技術に適合的であった。

3つの製品別事業部を錆えた職能

別組識であった。すなわち，本社の下に11の議

その下に69の電気通信部(都市管理

誌と地区管理部を含む)，そのまた下に(電報〉

くの現業譲鍔を配置した4段搭の

ラインで形成されていた(閥的おそして， 本

社，電気通信路，議気通括部，現業磯関の各設

階では，国鉄j湾様，タテ劉の職能引の論理が震

設していたま120 このような職能!iJO組織は，独占

の下で技術の統一性，全践に広がるええ?トワ}

グ，普遍的なサーピヘ技術開発号事を一発的に

運欝していくために効率性・合理憶を隷底的

に追求したものであった。

窮和40年《以降に関輸された非電話系サービ

スは，電器系サーピスのための職能JJIj組織に製
品開事業部会追加することによって遂持され

た。例えば，データ通信本部は，顧客!iJilの5つ

のデータ部と総括部，営業部，普及部から模或

19)綾田 (1以81)， p. 163.マイノレズ&スノ… (1978)，
p.75参照。
20)鉄道管理部主，総務，経理，選手ふ営業施設，
寝室5誌のe部制を採用している。
21)王子松 (19部)， p. 171，野中 (1982)，p. 55参照a
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国 8 箆鉄の組織概念図

お所:室室主 (1983)， p. 61. 

図書電電公社の組織概念図

出所 :13主主電信警護喜善公社 (1984)， p.17. 
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される独立事業部(保守部門は含まず)であ

る22)。上述のように，データ通信サービスは，

顧客の相談から始まりサービスの維持に至る各

ステップにおいて極めて複雑な技術過程を要す

る。データ通信本部では， このため技術， 営

業，施設，建設，の各実施部門が集約統合され

ており，プロジェクトごとにチームが編成され

てきた。

(3) 統制と調整

統制システムは計画からの差異を把握し是正

行動をとることを目的とする。国鉄において

は，効率性の維持・向上のためにそのような差

異の把握が重視されてきた。また，事業領域の

安定性のために差異は比較的容易に把握され得

た。

専門技術を分化させている職能別組織では，

統制システムは集権的なものでなければならな

い。国鉄は，事業運営に伴う輸送量，作業量，

収入および経費の動向を鉄道管理局別，現業機

関別，線別，運輸の種類別に詳細に把握し予算

統制の基礎にしてきた。

統制のための情報は垂直的チャネノレを流れる

のが原則であった。指令や命令は組織階層を下

へ流れ，経過報告や説明は組織階層を上へと流

れてきた。すなわち，統制は，下位単位に関す

る情報が本社部局を通って戻ってくるという長

いループの垂直的情報システムを用いて行われ

ていたので、ある。

国鉄の下位単位は列車輸送サービス全体のご

く一部分のみを遂行しているため，下位単位聞

の相互依存関係は大きなものとなる。この下位

単位聞の相互依存は「ダイヤJ，作業規定， 職

務規定のような単純なメカニズムで調整され

る。「ダイヤ」は， 時間と列車と線路を組み合

わせた運行スケジューノレで、あり，複雑多岐にわ

たる現業機関がこのダイヤに対応して複雑に組

み合わされ，それぞれの分業が正確に遂行さ

れ，列車が全国で1日に地球を50周することを

22)企業通信システム本部と宅内サービス本部は，自
己充足的な独立事業部にはなっていない。

可能にしてきた。

しかし，ダイヤや作業規定等による調整は，

下位単位聞の水平的関係を限られたものにし，

下位単位聞で生ずるコンフリクトは組織階層を

通じて解消されるのが常である。例えば，列車

ダイヤに遅延が生じた場合，現業機関の運転区

から鉄道管理局運転部に連絡がいき，同局内で

調整後，旅客部を通じて現業機関の駅に指令さ

れる。指令手続が連絡区から直接駅にいかない

ために，管理局内部の調整に時間がかかる。ま

た，本社部門においても鉄道の架線は電気局の

所管であり，パンダグラフは工作局の所管であ

る。どちらかの強度を高めれば，一方の磨耗度

が高まるとし、う直接的なコンフリクト関係にあ

るような場合には，その解消はとりわけ困難と

なった。このように，国鉄の組織階層のコンフ

リグト解消能力は必ずしも大きなものではなか

った。

電電公社は下位単位の統制と調整に関しでも

電話系と非電話系サービスで異なる方法を適用

してきた。'安定的な電話系サービスの統制は，

基本的には国鉄と同様であった。すなわち，下

位単位に関する情報が本社部局を通って戻って

くるという長いループの垂直的情報システムを

用いて行われてきた。電話系サーピスについて

は，職能別組織が採用され，主として標準化

(マニュアル・規則)や計画(収支率予算制度)

等の調整メカニズムが用いられ，例外的な問題

は本社の関係部局で解決されてきた。

他方，変動的な非電話系サーピスの業務の多

くは相互に密接に関連しており，標準化や計画

のような単純な調整メカニズムだけでは十分で

ない。これらを補完するものとして，例えば，

データ通信本部では，プロジェクト・チームを

利用してきた。これらプロジェクト・チームの

職務は，標準化や計画によっては調整すること

は困難である。調整を必要とする問題が生じた

場合には，原則として，問題に精通している担

当職員で構成される 3段階の定期的会議で調整

されてきた。
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(4) 成果の評価

上述のように，国鉄は効率的な列車輸送サー

ビスの提供を基本としてきたために，組織の成

果は，もっぱら効率性(ことを正しく行うこと)

の観点から評価され，効果性(正しいことを行

うこと)の観点からの評価は十分でなかったよ

うに思われる。 これは， r国鉄は輸送サービス
を他のいかなる組織・機関よりもうまく提供し

ている。」 と信じていたためであろう。 したが

って，国鉄は，積極的に自らの組織成果を他の

組織・機関のそれと比較し，効果性を評価する

ようなことはしなかった。この傾向は単年度予

算を基調とした「官庁会計」を通じて増幅され

てきたように思われる。

電電公社は，電話系サーピスの効率性を維持

しながら，同時に，非電話系サービスの機会を

すばやく捉え，そこに進出することを通じて効

果性を追求してきた向。この二重目標を追求す

るために，成果の評価は内部的に次のように区

分されてきた。安定的な電話系サーピスを担う

下位単位の成果は，主として効率性の観点から

評価されてきた。公社は，昭和38年以来，通信

局に総合収支率(事業収入に対する事業支出の

割合)やサービス性に関する目標を設定し，そ

の業績を測定し，必要な場合には是正のための

勧告を行ってきた。一方，変動的な非電話系サ

ーピスを担う下位単位の成果は，主として効果

性の観点から評価されてきた。すなわち，成果

は売上高や利益それぞれの予測値に照らして評

価されてきた。例えば，データ通信本部はデー

タ通信設備サービスの売上高予算と実績を比較

することにより成果を評価してきた。

(5) 部門間パワー関係

国鉄の効率性の重視は，効率性の維持・向上

に貢献する経理局，建設局，施設局等の本社内

で、のパワーを，輸送収入の面で貢献する旅客

局・貨物局のそれと並んで、相対的に高いものに

してきた。

23)マイルズ&スノー (1978)，p. 64参照。

電電公社では職員局，保全局，施設局，経理

局等のパワーがより高く，技術局等の応用研究

部門がそれらに次ぎ高かった。しかし，営業局

やデータ通信本部のパワーは相対的に低かっ

た。職員局は電電公社の経営にとって大きな不

確実性要因である労使関係を安定化することに

貢献してきた。保全局，施設局，経理局それぞ

れは，電話系サービスに必要な経営資源すなわ

ち人・物・金を保有し，公社の事業収入の大部

分を生み出すことに貢献してきた。技術局等の

応用研究部門は，成功しそうな新サーピスを素

早く標準的な生産に移行させる責任を有し，そ

のパワーも高かった。一方独占下での販売を担

ってきた営業局のノ号ワーは相対的に低いものに

ならざるを得なかった。データ通信本部の収入

は電話系サービスの事業収入に比し圧倒的に小

さく，そのパワーはまだまだ低かった。

(6) 組織文化

組織文化とは，組織成員に暗黙に共有された

企業の価値体系である。より具体的には，思考・

行動様式の体系であり，当該組織において成功

するためのエッセンスを提示するものである。

鉄道の事業特性からすれば，職務の第1は安

全性であり，ダイヤを確実に守るという常規性

が基本である。このような職務から学習される

成功規範は「保守主義」であった問。

「国民の足」への方向性をもって公社として

設立され，かつ輸送サービス市場で50%を上回

るシェアを確保していた30年代以前の国鉄に

は， r国鉄魂J，r国鉄は国の動脈である」 とい
うような価値が存在しそれを体現した「機関

士」や「駅長」は英雄であり， r列車を時計よ
り正確に走らせたJ，rプラ γ ト・ホームから落
ちた子供を身を挺して救い出した」等の神話が

生まれた。 このような価値は r国鉄大家族主
義」に象徴される，当時としては極めて恵まれ

た組織に憧れ入社してきた優秀な国鉄マンが長

い年月をかけて生みだしてきたものである。し

かし，技術革新によって蒸気機関車がディーゼ

24) 野中 (1982)，PP. 53-54. 
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ノレや電車に置換されるにつれて，かつての機関

士は英雄でなくなり，これら第一線指導者の威

信は低下してきた。また，輸送サーピス市場で

のシェアが急速に低下するなかで I国鉄は国

の動脈である」といった価値は弱まってきてい

る25)。

電電公社には，明治時代の逓信省以来の伝統

として「交換手魂j，I工務魂j，I保全とは即応

なり」というような価値が存在し，それを体現

した「交換手」や「保全職員」は英雄であり，

「東京大空襲下で20数人の交換手がレシーパー

を耳にしたまま殉職したj，I伊豆・狩野川台風

では，真夜中にケーブノレを背負って真っ暗閣の

中を8キロも歩き続けた」等の「神話」が生ま

れた。このような価値は， どんなに無理をして

も「通信の維持」をはかり Iネットワークの

番人」たらんとするものであり，国鉄同様，優

秀な職員が長い年月をかけて生みだしてきたも

のである26)。このような公社の組織文化は，電

話系サービスの提供に正に適合したものであっ

た。

一方，非電話系サービスのデータ通信本部等

には，電話系サービスの担当部門の割当配給意

識とは異なるユーザー志向の文化があるといわ

れる。これは，データ通信設備サーピス等の非

電話系サーピスが， (1)公社の独占ではなく民間

企業との競争関係にあること， (2)顧客のニーズ

に合ったシステム開発という技術過程を採用し

ていること，等のために醸成されてきたもので

ある。

国鉄と電電公社それぞれにおいて，上記の種

々の構造・行動上の特徴が組み合わされて組織

内の不確実性が減少され，複雑多岐にわたる下

位単位が管理可能なものとなったのであろう。

反面，特に国鉄においては効果性が犠牲にさ

れた。上述の制度環境の問題はあったものの，

国鉄の構造・行動は，市場環境を調査・分析し

新しい事業領域を見つけ出す能力をほとんど有

25)野中&小島 (1985)，p. 13.参照。
26)池田 (1980)，pp. 95-109参照。

しておらず，革新・開発行動はもっぱら組織内

部に向けられてきた。技術もあまりにも専門

化・特殊化されており，たとえ新しい事業領域

が見つけ出されたとしても，このような技術の

適用可能性は低いものであろう。

さらに，国鉄と電電公社も他の公組織同様，

官僚制の逆機能を回避できなかった。両組織の

構造・行動はともに，職能別ラインの縦割りに

専門化し，上部機関に権限を集中させたもので

あった。このため，例えば，電電公社では電話

系サーピスの担当部門を中心にして，①ライン

からの詳細な指示・指導，②ライン聞の不統

一・未調整のままの指示・指導，③各ラインに

よる重複した報告・作業，④下部機関の創意工

夫を否定する指示・指導，⑤機関長ぬきのライ

ン同士の計画作成や実施，⑥ラインからの業務

目標の一方的な割り当てや押しつけ，⑦同一又

は類似業務のライン別主管27L等の官僚制の逆
機能を惹起してしまった点もあった。

111 国鉄と NTTの環境適応の課題

以上，主として昭和30年代以前の国鉄と40年

代以降の電電公社のマネジメントを分析してき

た。これらの結果を参考にして，今後の国鉄と

NTTの環境適応の課題を提示してみたい。

40年代以降の国鉄は，市場環境が大きく変化

しその市場環境に適合していないにもかかわら

ず，以上分析してきた30年代以前の戦略， 技

術，構造・行動に固執してきた。国鉄は，輸送

シェアが低下し業績が悪化するまで，事業領域

の修正を行わなかったように思われる。

レピ y トは，アメリカの鉄道事業の斜陽化

は，事業を製品に関連させて文字通り， I鉄道」

と物理的に定義したからであり，普遍的な広が

りをもっ市場のニーズに関連させて I輸送手

段の提供」と機能的に定義しなかったためであ

ると指摘している。この彼の指摘は日本の国鉄

にも当てはまるように思われる。国鉄が事業を

27)内部資料より。
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「輸送手段の提供」と機能的に定義しておれば，

関連市場として自動車，船舶，航空機などの競

争市場が広く見えるようになり，早期の競争あ

るいは多角化戦略などの多様なオプションがと

れたはずで、ある問。

国鉄には，国鉄法により多角化戦略等につい

て制限的に扱われてきたとし、う不幸な点はあっ

た。しかし， 30万人を越す国鉄マンの政治力を

もってすれば，国鉄の事業領域を修正し，それ

に基づいて資源展開を行う自由を入手すること

は決して不可能ではなかったはずである。

このような事業領域の修正がなされないま

ま，①タイミングの悪い線路改良，②経費が過

少・収入が過大に見積もられた度重なる再建計

画の策定問(表1)， ③経費が収入の3倍を上

回るままでの貨物部門の営業継続，等が行われ

てきたのである。

その上，構造・行動も設立時に確立されたま

ま基本的に変えず，さらに， rマル生運動J(44 
年一46年)等のマネジメントの失敗から職員の

信頼感を喪失させ，当事者能力の制約という制

度環境と相まって「保守主義J，r親方日の丸」
等の組織体質を浸透させてしまった問。

28) レピット (196ω 参照。

29)再建計画の策定について， 当時運輸省の担当者で
あった高橋寿夫は次のように述べている。「だか
ら何遍か長期計画をつくり直したんですが，長期
計闘をつくると，必ずその翌年は運賃改定がある
わけです。逆にいうと， 運賃改訂するために長期
見通しを立てる， といったほうが正しし、かもしれ
ないですね。そういうものがないとなかなか運賃
改定をしてもらえない。長期計画をつくるときに
は， 長期収支のつじつまを合わせようと思います
から，どうしても収入を多くみて，支出を小さく
みる。ところが収入は，意外とモータリゼーショ
ンとかその他の交通機関の進展によって伸びな
い。一方で，支出をうんと抑え込む。ベースアッ
プ率なんかも極端に低いものではじく。ところが
実際は， 毎年の春闘でその倍ぐらいのものがどん
どん積まれていく。計画が，二， 三年で破綻する
のは当たり前なんで、すね。初めにつくったときか
らある程度わかっているわけです」。エコノミス
ト編集部 (1982)，p. 337. 

30) 31)野中 (1983)，p. 8. 

このような国鉄が，たとえ割分・民営化され

ても，従来のような戦略，技術，構造・行動で

は今日の市場環境に適応できないことは誰の目

にも明らかであろう。今こそ国鉄は市場環境に

適応したマネジメントを確立しなければならな

い。そのためには，第1に，国鉄は事業領域の

修正ならびにそれに基づく資源展開の自由を許

容する制度環境を確保することである。従来の

制度環境は，この点をきびしく制約するもので

あった。第2に，市場環境を調査・分析し有望

な事業領域を見いだす能力を育成する必要があ

る。本来鉄道事業は，電電公社のエレクトロニ

クスを核とする先端技術特性を有する事業とは

異なり，相対的に技術的深耕可能性は低い。技

術的深耕可能性が低い場合には，ある領域の市

場に焦点を合わせてそのニーズを深く耕すとい

う市場の深耕可能性を追求するのが原則であ

る。したがって，国鉄は，鉄道を手段とした関連

分野への積極的多角化をすべきであり 31)その

ための市場環境の調査・分析の能力は不可欠と

なる。第3に，従来のコスト効率的な構造・行

動を， これら新しい事業領域にどのように適合

させていくかを学習しなければならない。この

構造・行動の変革には，組織内での日々の経営

管理者の積み上げが必要で、ある。

電電公社の40年代以降の環境，戦略，技術，

構造・行動は，上述のように，相互に極めて整

合的であり， したがって，マネジメントはおお

むね適切で、あったといえよう。このような電電

公社が民営化されて出来たNTTの環境適応の

課題を次に提示してみたい。

環境適応の基本は戦略とりわけ事業領域を定

義することである。 NTTにとって幸運なこと

は，その製品特性からくる事業領域の深耕可能

性の高さである。事業領域の深耕可能性は，例

えば，①技術の奥行き(革新・洗練・高度化余

地，関連技術の創造・他の技術体系との組合わ

せないし融合可能性)と②市場の奥行き(ポテ

ンシャルも含めた規模，顧客の価値・噌好の多
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様性および変化の可能性)の2次元で考えるこ

とができる。電気通信はこれら両次元で奥行き

の深い事業といえる。 NTTは，公共性の観点

に立ち，他の民間企業との相乗効果が生めるよ

うな形でこの深耕可能性の高い事業領域のより

一層の特定化をはかるとともに，それに基づく

資源展開を行う必要があるであろう。また，こ

の戦略の展開にあたっては，公社時代に蓄積し

た経営資源を損わない方法での構造・行動の変

革も行うべきであり，そのためには，国鉄の場

合と同様，組織内での経営管理者の日々の行動

の積み上げが特に重要である町(図10)。

要するに，国鉄とNTTの再生は，新たな環

境変化に適応するためのマネジメントを創造で

きるかどうかにかかっているのである。

32)野中 (1982)，p. 51， pp. 57-58. 

く本稿をまとめるにあたっては，国鉄とN

TTの関連する方々との聞き取り調査から多

くの示唆を得た。その上，多大の協力を頂い

た。深く感謝する次第である。しかし，本稿

にもし事実誤認や解釈の誤ちがあれば，それ

はすべて筆者の責に帰すべきものである。>

参考文献

(1) Deal， T. E.， and A. A. Kennedy， 1982. 
Cortorate Culture， Reading， Massachus-
setts: Addison-Wesley. (城山三郎訳， [f'シン
ボリック・マネジャー~，新潮社， 1983.) 

(2)エコノミスト編集部， 1982.[f'証言・高度成長期
の日本(上)~，毎日新開社。

(3)原田勝正， 1984. [f'日本の国鉄~，岩波書応。
(4)平松斉， 1980. [f'電話の向うはこんな顔~，サイ
マノレ出版会。

(5)康国憲一郎， 1981. I体験的電電公社技術論J，
『中央公論経営問題秋季号~ : 158-169. 

(6) Hrebiniak， L. G.， and W. F. Joyce， 1985. 



1986. 12 国鉄と電電公社の環境適応 小島 正字 G237)

“Organizational Adaptation : Strategic 
Choice and Environmental Determinism，" 
Administrative Science Quarterly， Vo1. 30， 
No. 3; 336-349. 

(7J池田政治郎， 1980. Ii'電電公社の素顔~， さんち
ょう社。

(8J稲垣慶成， 1984. r組織と環境j，横川義雄・泉
田健雄編著， Ii'経代経営学要綱~， 中央経済社:
68-80. 

(9J石川達二郎， 1975. Ii'国鉄機能と財政の構図~，
交通日本社。

(10J梶井附， 1968. Ii'わが半生』

(l1J角本良平， 1978. Ii'この国鉄をどうするか~， 東
洋経済新報社。

(12J北原安定， 1980. Ii'明日の電気通信を考える1
電気通信協会。

(13)北原安定， 1981. Ii'電気通信革命;!I， 日本経済新
聞社。

(14J小島康光， 1986. r青函トンネル建設の組織論的
研究(3)j，北海道大学『経済学研究~，第35巻第
3号:157-172. 

(15J Kotter， J. P.， and L. A. Schlesinger， 1979. 
“Choosing Strategy for Change，" H arvard 
Business Review， Vo1. 57， No. 2: 106-114. 

(16J Levitt， T.， 1960. “Marketing Myopia，" 
Harvard Business Review， Vo1. 38， No. 4: 
45-56. 

(17J Mi1es， R. E.， and C. C.Snow， 1978. Organ-
izational Strategy， Structure， and Process， 
N. Y.: McGraw-Hi11. (土屋守章他訳， Ii'戦略
型経営~，ダイヤモンド社， 1983.) 

(18J Mi1es， R. H.， 1982. Coffin Nails and Coゆ0・
rate Strategies， Englewood CJiff， N. J.: 
Prentice-Hall. 

(19J三塚博， 1984戸『国鉄を再建するにはこれしかな
¥d政治広報センター。

(20J室賀実， 1983. r組織の概要と運営及び今後の課
題j，Ii'ジュリスト増刊総合特集~， No. 31 : 60-
66. 

C21]日本電信電話株式会社， 1986. Ii'日本電信電話公
社社史』

(22J日本電信電話公社， 1977-1978. Ii'日本電信電話

公社二十五年史上巻，中巻，下巻，別巻』

(23J日本電信電話公社， 1984. Ii'日本電信電話公社監

査報告書~ (昭和58年度〉
(24J日本国有鉄道， 1973-1974. Ii'日本固有鉄道百年
史第10巻ー第14巻，通史』

白5J野中郁次郎， 1982. r公組織の技術戦略j，Ii'ビジ
ネス レビュー~， Vo1. 29， No. 3: 37-51. 

(26J野中郁次郎， 1982. r公企業の環境適応j，Ii'季刊
現代経済~， No. 50: 46-59. 

(27)野中郁次郎， 1983， r公企業は環境にどう適応す
べきか一日本国有鉄道についての一考察j，~運

輸と経済J，第43巻第8号 :4-9.

(28J野中郁次郎・小島康光， 1984. r企業組織の進化
論からみた国鉄再生への課題j， Ii'運輸と経済~，
第44巻第9号:10-16. 

(29J Pitt， D. C.， and B. C. Smith， 1981. Govern-
押2entDeρartments: An Orgartizational Per-
sρective， London: Rout1edge & Kegan Pau1. 

(30J塩田徳彦， 1986. r新生NTTの機構改革j，Ii'運
輸と経済~，第46巻第 7 号: 22-28. 

(31]高木文雄， 1977. Ii'国鉄ざっくばらん~， 東洋経
済新報社。

(32J東洋経済編， 1962. Ii'日本経済と国有鉄道~， 東
洋経済新報社。

(33J Tunstall， W. B.， 1985. Disconnecting Parties， 
N. Y: McGraw-Hi11. (野中郁次郎監修，関口
和雄他訳， ~ATT分割~，プレジデント社， 1986.) 

(34J郵政省編， 1984. Ii'通信白書~ (昭和59年版)，大
蔵省印刷局。

(35J和久田康雄， 1981. Ii'日本の私鉄~，岩波書活。



 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 7.165 x 10.118 インチ / 182.0 x 257.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ（オプション）: 'オリジナル'
      

        
     32
            
       D:20071024183633
       728.5039
       B5
       Blank
       515.9055
          

     Tall
     1
     0
     No
     511
     265
    
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         AllDoc
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     0.0000
     Top
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.1a
     QI+ 2
     1
      

        
     0
     17
     16
     17
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



